製品差別化されたシュタッケルベルクモデルにおける民営化問題（3） : 私企業数一般化のケース by 松本 直樹
松 山 大 学 論 集
第 30 巻 第 6 号 抜 刷
2019 年 2 月 発 行
製品差別化されたシュタッケルベルクモデルに
おける民営化問題（3）：私企業数一般化のケース
松 本 直 樹
製品差別化されたシュタッケルベルクモデルに
おける民営化問題（3）：私企業数一般化のケース
松 本 直 樹
1．は じ め に
アメリカ，イギリスを中心とする1980年代以降の規制緩和の流れの中で，
資本主義経済における国営企業民営化の潮流と，その後，さらに冷戦終結によ
るソビエト連邦等，社会主義経済における移行経済の進展もあり，産業の構造
転換がもたらす経済効果について数多く分析・検討が為された。現在において
も規制緩和を含め，民営化路線が各国政府における政策基調となっており，そ
の理論的バックボーンとなりうること，また，公企業と私企業からなる混合寡
占の状況が，通常，広く各国経済に見受けられることから，混合寡占を基に公
企業の存在の是非を論じるアプローチは，依然として有意義であろう。
De Fraja and Delbono（1989）を嚆矢とするこの種の公企業の民営化問題の
分析であるが，そこでは混合寡占における私企業数の増加とともに市場内にお
ける公企業存在の優位性が失われることが明らかにされてきた。1）つまり産業内
の企業数が少ない場合には公企業の設立，あるいは私企業の国営化は望ましい
が，企業数が増え，マーケットが成熟するにつれ公企業は新たに設立されるべ
きでなく，むしろ役割を終えたと見なし，逆に民営化こそが進められるべきで
あろうとの結論に至る。2）
この De Fraja-Delbonoモデルにおける基本想定を列挙すると，以下のようで
ある。まず，置かれる仮定として，①公企業の目的は総余剰の最大化であり，
対称的な技術条件を持ち，私企業との違いは目的関数のみとなっていることが
特徴的である。3）また，②構造が同時手番であり，クールノー・タイプの数量競
争が扱われている。さらに他の技術的な点としては，③同質財，④線形逆需要
関数，⑤同一の2次費用関数，⑥企業数が外生変数とされていること，などの
諸仮定が挙げられる。以上により，企業数が多くなればなるほど社会厚生上の
観点からは公企業の存在は正当化し難くなる，との結論が引き出されている。
その後の拡張の方向性については，①政府の持ち株比率を考慮した部分民営
化政策，②製品差別化，③シュタッケルベルクモデルによる分析，つまり逐次
手番ゲーム化，これと関連して④リーダー・フォロワーの役割交代，さらには
⑤生産補助金の導入，⑥研究開発の導入，⑦労働組合の導入，⑧非対称情報，
不完備契約の考慮等が挙げられる。4）
言うまでもなく，政府が本来，完全という意味で一枚岩のはずはない。しか
しながら，最大公約数としては総余剰最大化がその主たる目的であろうことか
ら，さらにその下で運営される公企業の目的は，やはり総余剰最大化しかない
はずである。他方で，混合寡占において競合他社となる私企業の目的は，自ら
の利潤最大化行動を取ることになっている。こうして両者間で生産技術が同一
であるため，混合寡占下においては目的関数のみが異なる2タイプの企業が同
一市場に並存する状況が分析対象となってくる。
さて公企業の民営化問題というとき，混合寡占を前提に民営化の是非が従来
からの論点となっている。80年代以降の先進国における規制緩和を含めた民
営化路線とともに90年代以降に本格化した旧社会主義国が市場経済へと移行
する中で，その問題意識と対象が民営化の是非と実施されるその手順・方法に
あったからである。つまり混合寡占を前提とすると，その念頭にある公企業を
そのまま維持するか，それとも私企業に転換するかどうかの是非に帰着する。
しかし前提とされている状況を逆に純粋寡占とすれば，そこにおいては公営化
こそが問題となってくる。つまり私企業のみの状態維持か，公企業公営化かで
ある。このように混合寡占の分析においては両面からの解釈が可能であるが，
以下，どちらかといえば公企業の民営化問題に焦点を当て，説明がなされる。
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以上の問題意識から，本論文においては上記の②および③の拡張の方向性を
検討する。モデル設定については，前稿，前々稿と同様とし，まず数量競争に
限定する。その上で公企業1社と他に私企業が複数存在する混合寡占のケース
における社会厚生を基準とし，公企業を私企業に転換させた後の純粋寡占との
社会厚生をそれと比較する。さらに製品差別化を考慮に入れ，同質財と異質財
の場合についても，それぞれ比較検討する。最後に同時手番の状況を対象とす
るクールノー・ナッシュ均衡および公企業をリーダーとする逐次手番ゲーム，
公企業をフォロワーとする逐次手番ゲーム，それぞれのクールノー・シュタッ
ケルベルク均衡の計3パターンを別途，取り扱う。ただしこれまでの分析にお
ける複占および3企業，それぞれに関する公企業民営化問題の結果を踏まえ，
議論の延長線上にある社の企業による寡占経済状況に分析対象を一般化
する。つまり私企業数が任意であり，目的となる比較の対象は，民営化前にお
ける公企業1社と私企業 n 社から構成される混合寡占，そして民営化後にお
ける私企業社のみからなる純粋寡占となる。
2．クールノー・ナッシュ均衡
企業間で生産量を選択する同時手番ゲームから始める。同時手番における民
営化前後の社会厚生比較である。具体的には混合寡占の状況を取り扱い，その
後，公企業が民営化した結果として，私企業のみからなる純粋寡占について順
次検討する。5）
2．1 同質財
本項では最初に De Fraja-Delbonoモデルをメルクマールとして取り上げる。
出発点としてのこのモデルの特徴とそこから導かれる結果は以下の通りであ
る。まず数量競争が行われる産業内において製品差別化はなく，同質財が仮定
されている。逆需要関数は
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 
とされる。ただし p は市場価格，Q は産業内の総生産量を意味する。また費
用関数については2次式の




 	
とされる。全ての企業は同一の技術を保持し，費用条件に差異は存在しない。
ここでは1社のみの公企業と n 社の同質的私企業によって産業が構成されて
おり，公企業の生産量は，私企業の生産量	 	，両者の合計が産業
内の生産量 Q となっている。
企業の行動原理としても同様に，公企業に対しては社会厚生最大化，私企業
に対しては利潤最大化がそれぞれ適用される。社会厚生は










	

 ⑴
である。（私企業の）利潤は



 ⑵
と表される。それぞれのタイプの目的関数となる。いずれも簡単化のため固定
費用は無視されている。
ここから公企業の反応関数は

	

⑶
であり，私企業の反応関数は


	
⑷
である。以上より混合寡占下での生産量については，公企業においては
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が，私企業においては



がそれぞれ得られる。他方，純粋寡占下での生産量は



となる。以上を反映した社会厚生について見てみよう。混合寡占下においては
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となり，他方，純粋寡占下においては
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となる。比較のため単純に両者の差を取ることにより

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
 ⑸
であり，この簡約から直ちにここでの社会厚生の差分は n の減少関数になっ
ていることが確かめられる。私企業数が多くなればなるほど，厚生上の観点か
ら公企業の民営化は正当化されやすくなっている。つまり，産業内において企
業数が少ない場合は正当化し難くとも，やがてマーケットが成熟したといえる
ほどに企業数が多くなれば，そこにおいて公企業の存在意義はもはや失われ，
民営化が避けられなくなる時期が来るという理解となる。
それではその時期がいつか，どのようなときかとなれば，⑸の分子をゼロと
する転換点 ，つまり
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のように定義されうる状況を見ればよい。6）ここにおいてと費用のパラメータ
である k の関係が確認できる。すなわちにおいて は k の増加関数で
あり，において は k の減少関数となっている。k が小さ過ぎない限
り，k の増大により民営化が正当化されるために要する私企業数は増加しなけ
ればならない。
これが De Fraja and Delbono（1989）における主要な論点である。同質財に
関して十分に産業内の私企業数が増加し，マーケットが成熟したのであれば，
自社と競合他社の利潤，そして消費者の満足度にも目配りが利き配慮できると
いう意味での理想的なバランサーであるにもかかわらず，公企業は一定の役割
を終え，後進に道を譲る形で退場を余儀なくされるとも言える。
2．2 異質財
以下，数量競争下，今度は製品差別化の想定を施した上で，さらに限界費用
が一定かつ企業間で同一とされる。前項と同様にクールノー・ナッシュ均衡を
求め，社会厚生を比較する。ただし繰り返しとなるが，ここではもはや同質財
とは限定されておらず，むしろ異質財が取り扱われる。つまり公企業の民営化
問題を取り扱う際，同質財を特殊ケースとして含む，より一般的で現実的な異
質財の方が想定されるのである。消費者の選好がヘテロジニアスであり，その
ため財は完全に代替的でなく，とはいえ完全に差別的でもない状態である。
前稿のような複占下においてであれば，そのような状況での逆需要関数とし
ては，例えば次のようなものがあり得よう。7）
		
	
このとき，すなわち財 i と j 間の代替性の程度がたまたま1である完全
代替という特殊ケースにおいては，両財を単純に足し合わせることができる。
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逆を言えば同質財で，かつ完全に代替的である限りにおいては，企業間で異な
る価格設定を行い得ないことになる。程度の差こそあれ，異質財でありさえす
れば，異なる価格付けが可能となるのである。不完全競争下であれば元々一定
程度，市場支配力を持っているはずであり，その存在がここでは製品差別化に
より，価格をコントロールする力の源泉となり，支配力をより高めるよう作用
する。
本論文ではどの程度差別化されているか，つまり差別化の程度を製品差別度
とし，これをパラメータとして扱うことにする。代替財としては一般的には
の値を取り，そのためを製品差別度とも呼びうることになる。
は完全差別化と言われるケースで，製品差別度は1となる。その財に関
しては事実上の独占であり，他企業の生産量にはまったく影響され得ない。理
論的にはさらに θ がその値を下回ることも可能であろう。つまり θ がマイナ
スとなればそのとき財の関係性は補完的であり，ともに補完財となる。特に
であるときには完全補完財となることは言うまでもない。
以上をまとめよう。まず最初ににおいてのみ同質財であり完全代替財，
においては差別化の要因が加味された代替財，では独立財であ
り完全差別財，において補完財，そして最後にのときにお
いてのみ完全補完財となる。ただし前稿・前々項と同様に，本論文においても
分析に際しては

であると再定義し，逆需要関数を新たに

として扱うことにする。したがって個の企業からなる寡占下において逆
需要関数は
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
となることになる。以下ではこの点をさらに De Fraja-Delbonoモデルに合わ
せ，としよう。こうして線形の関数を用いながらも製品差別化を考慮し
た逆需要関数となる。当該財の価格に与える効果は－1とされる。他方，当該
財以外の財が価格に与える効果は代替性の程度を表す係数に特定化されてい
る。つまり他財から受ける効果として差別化の程度を表す係数 θ を反映させ
たものになっている。前項と同様，公企業を企業0（民営化後は私企業0），
私企業を企業1以降，企業 n までのナンバリングとなる。
より一般的な製品差別化の状況を取り扱いながら，やはり複占・3企業のケ
ースを含む任意の企業数のケースが分析対象となる。つまり企業数に関しても
一般的な取り扱いとなり，前項で紹介された De Fraja-Delbonoモデルとはこの
点で同一のセッティングである。目的となるここでの比較の対象は，やはり民
営化前における1個の公企業・n 個の私企業から構成される混合寡占，および
民営化後において全企業が私企業となった純粋寡占である。
先に触れた通り，複占および3企業，それぞれの結果を踏まえ，その延長線
上にある社による寡占状況が分析対象となる。効用関数は
	
 



 

 
 
であるが，かつとして私企業を対称的に扱うと
			



	

	


となる。先に触れた通り費用関数が線形と特定化されており，社会厚生につい
ては効用関数にそのままシンプルに利潤を追加することで

		



	

	

 ⑺
を得る。私企業の利潤についても同様にして
30 松山大学論集 第30巻 第6号
	
 ⑻
である。ただし，ここでは	とされる。
さて残る手続きは前項のそれを踏襲すればよく，まず公企業の反応関数は
 ⑼
であり，他方，私企業の反応関数は



⑽
である。したがって混合寡占下での生産量は公企業に関して


	

私企業に関しては


	
が，それぞれ得られる。次に純粋寡占下で先と同様にと
することにより



が得られる。
さらに社会厚生については混合寡占下では


	

純粋寡占下では




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である。こうして比較のため両者の差を取ることで



 ⑾
となる。この⑾は⑸を製品差別化の状況に適用したものであり，ここでの社会
厚生の差は De Fraja-Delbonoモデルと同様に n の減少関数になっていることが
容易に確かめられる。前節で費用パラメータ k の役割をここでは代わりに代
替性の程度を表すパラメータ θ が果たすこととなっている。また⑾は複占と
3企業による寡占を一般化したものでもあり，それぞれ，のケー
スに対応していることは言うまでもない。
このように私企業数が多くなればなるほど厚生上の観点から民営化は正当化
されやすくなることが分かる。また前項の De Fraja-Delbonoモデルにおける⑹
と同様に，先の⑾分子をちょうどゼロとする民営化のための転換点 が定義
できる。ここでは基準が
 



 


⑿
となる。前節⑹における k の役割を，製品差別化の下，⑿では代わりに θ が
担っている。これよりと θ の関係が引き出されうる。すなわち		 

	
において は θ の減少関数であり， 
 において は θ
の増加関数となっていることが確かめられよう。代替財であり，その代替性の
程度が強過ぎなければ，θ の増大により民営化が正当化される転換点における
私企業数は減少するものの，補完財の場合や代替財であり，かつその程度が十
分に高い場合にはその転換点となるべき時点での私企業数は逆に増加すること
になる。
こうして De Fraja-Delbonoモデルに基づきながらも，より自然な想定下で，
民営化による厚生改善と私企業数の関係，および転換点における私企業数と製
品差別度との関係がそれぞれ同様にして確認できた。De Fraja-Delbonoモデル
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のより自然な解釈が新たな設定の下で可能となったことになる。
3．クールノー・シュタッケルベルク均衡
本節で先のモデルを拡張する。これまでと同様に数量競争である点では変わ
りがないものの，企業間で意思決定のタイミングにずれ，もしくは情報量に差
異が存在することとしよう。これにより同時手番ゲームに変え，以下では逐次
手番ゲームが取り扱われることになる。前節と同様に，まず混合寡占の状況か
ら分析が始められる。その後，民営化後には公企業はここでも私企業に転換を
余儀なくされるため，結果として私企業のみからなる純粋寡占の状況について
も，比較のために，前節と同様に別途，検討される。ただしその際，純粋寡占
において，依然として私企業としてリーダーもしくはフォロワーであり続ける
ことに注意されたい。8）同一のシュタッケルベルク均衡として混合寡占と純粋寡
占との比較が為される。9）
以下，前節でクールノー・ナッシュ均衡を分析して比較した手法を，今度は
同質財と異質財，それぞれのケースでのクールノー・シュタッケルベルク均衡
に適用してみることにしよう。
3．1 同質財
まず同質財から始める。公企業がリーダーの際に，混合寡占の社会厚生の一
般化はどのようになるか。具体的には公企業の企業0がリーダー，他の n 社
存在する私企業がフォロワーである混合寡占についてどうなるのかを検討す
る。10）ここでの想定としてフォロワーである私企業はすべて対称的なものとす
る。
企業0の生産量は⑷の関係を考慮しつつ⑴を最大化することで



 ⒀
製品差別化されたシュタッケルベルクモデルにおける民営化問題（3）：
私企業数一般化のケース 33
が求められる。⑷，⒀より私企業の生産量 q は



である。よって，これらの生産量を用いると混合寡占下における公企業がリー
ダーのときの社会厚生

	
	



が導かれる。
次にちょうど攻守ところを変えて，公企業がフォロワーとなり，私企業の中
から1社がリーダーの役割を担う混合寡占について見てみよう。私企業1をリ
ーダーとする。そのときフォロワーの公企業0の反応関数⑶を若干変形させ
	


⒁
とし，同様にその他の私企業の反応関数を⑷を基に変形させると

	

⒂
となる。⒁，⒂を連立させて解くことで
	


⒃



⒄
を得る。さらに⒃，⒄を考慮し，⑵においての企業1にとっての最大化問題を
解くと



 ⒅
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である。⒅を⒃，⒄に代入すると，公企業と私企業，それぞれのフォロワーの
生産量として







が求まる。こうして混合寡占下において私企業がリーダーとなるとき，そこで
社会厚生

	
			
			


が導かれる。
最後に私企業数が一般化された下での純粋寡占を取り扱う。企業0が民営化
され，かつリーダーとして振る舞うことになる（先のフォロワーとしての公企
業の企業0が民営化され，依然としてフォロワーに留まり，他方，私企業であ
りながらリーダーでもあった企業1がそのままリーダーであり続け，ナンバリ
ングのみ交換したケースと考えてもよい）。⑷を用いながら自らの利潤最大化
により，リーダーである企業0の生産量が



⒆
となり，また⒆を⑷に代入することで，直ちに




を得る。こうして純粋寡占化における社会厚生は
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
		

	


となる。
ここで求めた2パターンの混合寡占の社会厚生（公企業がリーダーのときと
公企業がフォロワーのとき，それぞれの水準）と純粋寡占下での社会厚生の大
小関係を比較する。まずとを比較するため，両者の差を取る。分母
はともにプラスであることから，通分した上でその分子の大小関係のみに着目
する。その差分は
の分子


			
		


	


n
k
図1 同質財かつ公企業リーダーのケースにおける厚生差分
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となる。図1において，であり，かつその k が高ければ高いほど，企業
数の増加につれて急速にその差分が拡大することが分かる。こうして同質財に
ついて公企業がリーダーとする際に，傾向としての大小関係成立
が確かめられる。
今度はとの大小関係を比較する。同様の結果が得られるかどうか
であるが，分母は必ずプラスになる。そのため，ここでも分子にのみ着目し，
実際に差を取ってみると，
の分子＝
		


	






	

	

			
である。
ここではのケース，つまり寡占が4企業で構成されるケースまでは
符合はプラスであり，が確認できるものの，企業数がもしそれを
超えた場合においては，を中心に差分がマイナスの値となり，企業数
の増加に応じての状況が急速に拡大する。図2および3において
ものときですら k が極めてゼロに近いケース，ないし1．5を上回る部分
で公企業が正当化されているだけで，のときでは，両図におけるかなり
の範囲で公企業の存在はもはや正当化できないこととなってしまっている。確
認されたい。
以上より，産業内の私企業が一般化されたケースにおいては，企業数の増加
に対し公企業がリーダーの際には依然，公企業の存在が正当化できうるもの
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の，公企業がフォロワーとなり，私企業の中からリーダーとなるものが現れる
際には，企業数の増加につれて公企業の正当化が困難となり，むしろ民営化が
望まれるようになることが図によっても確認できた。こうして製品差別化がな
図2 同質財かつ私企業フォロワーのケース
図3 同質財かつ公企業フォロワーのケースにおける厚生差分の符号
n
k
n
（－）
（＋）
k
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い場合には，リーダーが公企業と私企業，何れであるかで，公企業民営化の是
非に関して対照的な結果となることが示されうるのである。
3．2 異質財
ここでは前節第2項2．1と前項3．1の議論を組み合わせ，製品差別化の状況
下でのクールノー・シュタッケルベルク均衡として，公企業の民営化問題を取
り扱うことにしよう。異質財を扱いながら意思決定のタイミングが異なるケー
スである。同時手番と比較してどうか，そして同質財のように製品差別化がな
い場合と比較してどうか，を併せて確認する。
ここでも前項の手法を踏襲し，まず，公企業がリーダーのケースの検討から
始めることとしよう。
フォロワーの私企業の反応関数⑽をリーダーの公企業の目的関数である⑺に
代入し，そこでの最大化問題を解くことで，公企業の生産量



 ⒇
を得る。その上で⑽，⒇より私企業の生産量が




であることが分かる。ここでは2式
	 21
	
が仮定される。いずれの条件も公企業がリーダーのときの公企業と私企業の生
産量を非負にするためには同時に満たせば十分である。こうして混合寡占下に
おける公企業がリーダーのときの社会厚生として
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
	




が導かれる。11）
次は，反対に私企業の内の1企業がリーダー（便宜上，企業1とする），公
企業の企業0とその他私企業がともにフォロワーという形の混合寡占について
見ていこう。フォロワーとしての公企業の企業0の反応関数⑼を
 22
と若干変形し，その他の私企業の反応関数⑽をやはり若干変形することで



23
を得る。22，23を連立させて，について解くと，



24



25
である。さらに24，25を考慮し，企業1にとっての利潤最大化問題を解くこと
になる。目的関数については⑻を次のように修正する。

ここでのその生産量は

	


 26
である。これを24，25に代入すると，フォロワーとしての公企業の生産量が




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であり，その他の私企業の生産量が

	

となることが分かる。ただし
	
 27
が仮定される。また社会厚生⑺も本項に合わせて次のように変形しておく。













   28
これら3タイプの生産量それぞれを28に代入することにより，混合寡占下にお
ける公企業がフォロワーのときの社会厚生として
の分子
	

	
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
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	

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	
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が導かれることになる。ただし分母は
		
である。
最後に，民営化後の純粋寡占について見てみよう。フォロワーである私企業
の反応関数⑽を考慮した上でやはり同じく私企業である企業0の最大化問題を
解くと，リーダーとしての生産量は
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


である。そのためフォロワーとしてその他の私企業の生産量は




となる。ここでは条件として次の2式が仮定される。
	 29
	
このときリーダーとフォロワーの双方の生産量を⑺に代入することで

	



が導かれる。
ここでようやく準備が整った。求めた2パターンの混合寡占の社会厚生（公
企業がリーダーのときと公企業がフォロワーのとき，それぞれの水準）と純粋
寡占のときの社会厚生を互いに比較することによって，産業内の私企業数が n
のケースにおいて民営化すべきかどうかが確かめられうる。とを比
較のため，両者の差を取ると次式を得る（図4および5参照）。
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
		

				
				
	
	
42 松山大学論集 第30巻 第6号
	
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仮定される条件を思い起こそう。ここで考慮すべき条件として21があった（図
6および7参照）。
図4 異質財かつ公企業リーダーのケースにおける厚生差分
図5 異質財かつ公企業リーダーのケースにおける厚生差分の符号
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θ
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この条件下では社会厚生差分
の分子
のマイナス領域がきれいにカバーされている。この点は図5と7の関係により
図6 異質財かつ公企業リーダーのケースにおける条件
図7 異質財かつ公企業リーダーのケースにおける条件の符号
n
θ
n
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θ
44 松山大学論集 第30巻 第6号
示されうる。つまり21の下では差がプラスとなることが保証されるのである。
企業数を増やしたとしても公企業の存在がある程度，正当化され，民営化が当
面否定されることとなっている。
次は公企業がフォロワーの際と純粋寡占の際との社会厚生の大小関係を見て
みよう。とを比較すると，差分として得られるのは次式である（図
8および9参照）。
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ここで先に仮定された条件27，29を考慮しよう。つまり私企業がリーダーのと
きの私企業と公企業の生産量を非負にするための条件（図10および11参照）
および純粋寡占のときの生産量をプラスにするための条件のうちの一つ（図
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12および13参照）であった。これらの条件下では，まず θ がマイナスのとき
に社会厚生差分
図8 異質財かつ公企業フォロワーのケースにおける厚生差分
図9 異質財かつ公企業フォロワーのケースにおける厚生差分の符号
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の分子
がマイナスとなる領域が綺麗にカバーされている。この点は図9，11および
13の関係において示されうる。つまり27の下では，θ が相対的に低く，値が
図10 異質財かつ公企業フォロワーのケースにおける条件1
図11 異質財かつ公企業フォロワーのケースにおける条件1の符号
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θ
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マイナスのときに厚生差分がプラスとなることが保証される。n が5までは依
然として27が厚生差分のマイナス領域をカバーし，6にかけては27と29が双方
で，7以上では29が単独でその領域をカバーし，実現の可能性を排除すること
図12 異質財かつ公企業フォロワーのケースにおける条件2
図13 異質財かつ公企業フォロワーのケースにおける条件2の符号
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となっている。
しかし θ が相対的に高く，その値がプラスのときにおいては状況は一変す
る。n が2を上回り，企業数が3のケースを超えたとき，右上の領域に大きく
差分がマイナスの状況が生じることとなっている。と同時に企業数の増大に応
じて拡大するこの領域では先の条件を十分に満たしており，先の非負条件を適
用することで排除し得ない。その結果，企業数の増加につれ差分のプラス領域
はどんどん狭まり，そのプラス領域は θ がゼロ近辺の限られた値，つまり独
立財の特徴を強く有するときのみとなっている。
こうして異質財を扱うことでリーダーが公企業であるか私企業であるかに依
存し対照的な結果が得られることとなった。産業内の私企業が一般化されたケ
ースにおいては，企業数の増加に対し公企業がリーダーの際には依然，公企業
の存在が正当化できうるものの，公企業がフォロワーとなり，私企業の中から
リーダーとなるものが現れる際には，企業層の増加につれて公企業の正当化が
困難となり，むしろ民営化が望まれるようになることが確認できた。製品差別
化がない場合には，リーダーが公企業と私企業，何れであるかで対照的な結果
となることが明らかとなった。
前節で明らかとなったように，同質財について企業数の増加に対し，公企業
がリーダーの際には，企業の存在が一般的に正当化しうるものの，私企業の中
からリーダーとなる際には，企業数の増加に対し公企業の正当化が困難となっ
ていた。
本節において，異質財についても同様の傾向が見られ，公企業がリーダーの
際にその存在が正当化され，他方，私企業がリーダーの際には正当化がより
困難になっていた。ここでもリーダー役をどちらが担うかで，同質財の前項と
異質財の本項間における同パターンの結果になったと言えよう。しかし製品が
差別化されたときには，どれだけ企業数が増えようとも，決して公企業の存在
が完全に否定されるわけではなく，独立財のケースを中心として公企業が存続
されうる正当化の余地が残ることに留意されるべきである。
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以上はシュタッケルベルク競争下で私企業がリーダーとなり，その上で同質
財と異質財を取り扱うケースを相互に比較することで明らかとなった点であ
り，本稿で民営化問題における新たな可能性を見出すことができた。
4．お わ り に
本稿では数量競争下，寡占経済における公企業を民営化することの是非を論
じた。De Fraja and Delbono（1989）のモデルを拡張し，製品差別化と競争形
態としてシュタッケルベルク均衡を同時に取り扱った。前稿，前々稿において
は，私企業数がごく少数の特定数に限定されていたため，今回，それを任意と
し，公企業1社と私企業 n 社による混合寡占と社による純粋寡占の社会
厚生の比較問題へと設定を一般化した。それら比較の対象が民営化前後の比較
にちょうど対応することになっており，企業と私企業が相互作用として社会厚
生にどのような影響を及ぼしうるかが吟味されたことになっている。
3企業による寡占の議論においても，ある程度複占では起こり得ない状況を
吟味できた。例えば私企業がリーダーとなる状況において混合複占であれば，
どちらか1社がリーダーであれば他方は必ずもう一方の別形態の1社がフォロ
ワーとなる。それに対して，3企業であれば混合寡占は1公企業と2私企業で
構成され，複占での議論を深めきれないものの，私企業の方がリーダーとなる
場合においてはフォロワーとしての私企業も他方で必ず存在することとなり，
リーダーとしての私企業，フォロワーとしての私企業が混在し，さらにフォロ
ワーとしての公企業とで寡占が構成されるこうした状況を含め，前稿で取り扱
われた全ての状況下において民営化は正当化され得ず，公企業の存在価値が高
いことが明らかとなった。こうして製品差別化の程度や逐次手番化によるゲー
ム状況での作用が，少なくとも3企業のセッティングにおいては公企業民営化
の正当化に必ずしもつながらないことが確認された。この種の議論の延長線上
でシュタッケルベルク競争下において何が起こりうるのかが今回の検討課題で
あった。
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実際のところ，同質財かつ公企業がリーダーの際には，企業数を増やしたと
しても公企業の存在がある程度，正当化されうるものの，公企業がフォロワー
となり，私企業の中からリーダーとなる際には，企業数の増加につれて公企業
の正当化が困難となり，民営化が望まれるようになることが確認された。この
ように製品差別化がない場合には，リーダーが公企業と私企業，何れであるか
で，公企業民営化の是非に関して対照的な結果となっている。
異質財についても同様の傾向が見られ，公企業がリーダーの際にその存在が
正当化されるものの，私企業がリーダーの際には対照的に正当化がより困難に
なっていた。同質財と同様に，ここでもリーダー役をどちらが担うかで民営化
の是非の判断が異なってくるのである。しかしながら相違点も指摘された。異
質財のときには企業数が増えようとも，決して公企業の存在が完全に否定され
るわけではなく，独立財のケースを中心として公企業正当化の余地が残ること
になった。ただ，この点を含めて，本稿においては大域的な検討が必ずしも十
分にできていない。今後の課題としたい。
注
1）この点に関しては，この後2－1において触れる。また理論的系譜と動向に関しては，De
Fraja and Delbono（1990），Basu（1993）第16章を参照のこと。
2）公企業の民営化問題の発展を概観した包括的内容としては，松村（2005），山崎（2008），
都丸（2014），Yanagihara and Kunizaki（2017）を参照のこと。
3）独占企業など大企業には市場の競争的圧力が弱く，効率上のロスが生じがちであること
が X非効率性として知られている。これについては小田切（2001）第2章を参照。当然，
「親方日の丸」と揶揄されることから，公企業においては私企業以上に内部的な非効率性
が存在しうると言えるかもしれない。しかしながら，ここでは敢えて私企業との差異は目
的関数のみと考えている。この私企業にとってのハンディキャップにもかかわらず，民営
化のメリットが存在しうるのかどうかを確認するためである。
4）以上の知見を基に，その後に為された拡張に関しては，Choi（2012），Ghosh and Mitra
（2010），Haruna and Goel（2015），Matsumura（1998）などを参照のこと。
5）この節の分析については松本直樹（2016）を参照されたい。
6）本来，企業数は整数に限定されるべきであるが，ここではその問題を無視して連続的に
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取り扱われている。
7）これについては小田切（2001）第3章を参照のこと。
8）この部分については濱田弘潤・李坤麗（2014）を参照されたい。そこでは De Fraja and
Delbono（1989）においてなされた混合寡占としてのクールノー・シュタッケルベルク均
衡と純粋寡占としてのクールノー・ナッシュ均衡の比較において含意される民営化効果と
逐次手番化効果の混在を修正している。本論文においてもその精神は踏襲されている。民
営化後においても，私企業でありながら純粋複占においてリーダーないしフォロワーの地
位は失わないものとされている。
9）本節の意義として補足すると，次の点も挙げられる。3企業以上を扱うことで，複占で
は起こり得ない状況，特に私企業がリーダーとなり，公企業がフォロワーとなる状況を新
たに考察できるようになる。つまり，複占であればどちらか1企業がリーダーであれば他
方の1企業がフォロワーとなる。それに対して，以下で取り扱う混合寡占においては1公
企業と2社以上の私企業で構成されており，私企業の方がリーダーとなる場合においては
フォロワーとしての私企業も他方で必ず存在することとなり，リーダーとしての私企業，
フォロワーとしての私企業が混在し，さらにフォロワーとしての公企業とで新たに寡占を
構成する。こうした方向での拡張を前稿で取り扱ったが，今回はそれを一般化した形で掘
り下げ，深く吟味することになる。
10）ここで複数存在しうるフォロワーによる意思決定が同時手番になっており，シュタッケ
ルベルク均衡とはいうものの，フォロワー間においてはナッシュ的な取り扱いとなってい
ることに注意されたい。
11）実際には分子・分母をで約分できる。その結果，




となるが，ここではこれまでの分析に合わせてそのまま取り扱っている。
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